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議案第 18 号 

平成２９年度登米市水道事業会計予算 

（総則） 

第１条  平成２９年度登米市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる｡ 

（業務の予定量） 

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする｡ 

（１）給水件数               ３０，５００件 

（２）年間総配水量          ９，２２３，９４０ 

（３）年間総有収水量         ７，９１４，１００ 

（４）主な建設改良事業 

ア 取水施設整備事業 ７３２，２５６ 千円 

イ 導水施設整備事業 １７，８２０ 千円 

ウ 浄水施設整備事業 １９０，０１８ 千円 

エ 送水施設整備事業 ９８，０１０ 千円 

オ 配給水施設整備事業 １，００７，９７５ 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める｡ 

収    入 

第８款 水道事業収益  ２，６３２，６４８ 千円 

第１項 営 業 収 益  ２，２７１，４３０ 千円 

第２項 営業外収益  ３６０，８５４ 千円 

第３項 特 別 利 益  ３６４ 千円 

支    出 

第９款 水道事業費用  ２，５４３，３４１ 千円 

第１項 営 業 費 用  ２，２９１，１２１ 千円 

第２項 営業外費用  ２３０，４１５ 千円 

 第３項 特 別 損 失  １，８０５ 千円 

第４項 予 備 費  ２０，０００ 千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額

が資本的支出額に対し不足する額１，１３９，６７２千円は、過年度分損益

勘定留保資金１，００９，７３９千円、当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額１２９，９３３千円で補てんするものとする）｡ 
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収    入 

第１０款 資 本 的 収 入  １，５９３，５１５ 千円 

第１項 企 業 債  １，０６９，４００ 千円 

 第２項 負担金及び補償金  １１０，８８０ 千円 

 第３項 補 助 金          １２５，０５８ 千円 

 第４項  出 資 金          ２７７，７５５ 千円 

第５項  加  入  金  １０，４２２ 千円 

支    出 

第１１款 資 本 的 支 出          ２，７３３，１８７ 千円 

 第１項 建 設 改 良 費          ２，０５０，９３９ 千円 

 第２項 企 業 債 償 還 金          ６８２，２４８ 千円 

（企業債） 

第５条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとお

りと定める｡ 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

ア 取水施設整備事業
千円      

450,500 証書借入 5.0％以内 

（ただし、利

率見直し方式

で借り入れる

政府資金及び

地方公共団体

金融機構資金

については、

利率の見直し

を行った後に

おいては、当

該見直し後の

利率） 

借入先の融資

条件による。

ただし、企業

財政その他の

都合により繰

上償還又は低

利に借り換え

ることができ

る。 

イ 導水施設整備事業 10,600

ウ 浄水施設整備事業 110,300

エ 配水管整備事業 359,100

オ 緊急時用連絡管 

整備事業 
12,100

カ ダクタイル鋳鉄管

更新事業 
35,600

キ 管路緊急改善事業 65,100

ク 配水池築造事業 26,100

合   計 1,069,400

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第６条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金

額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会

の議決を経なければならない。 

職員給与費  ２３６，９２１ 千円 
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（他会計からの補助金） 

第７条 地方公営企業法第１７条の３の規定に基づく登米市一般会計からこの

会計へ補助を受ける事項、金額は次のとおりと定める。 

事   項 金  額 

統合簡易水道繰入金（東和） ７，３７２千円

統合簡易水道繰入金（石越） ２７，１７６千円

統合簡易水道繰入金（横山） ２０，４８９千円

合  計 ５５，０３７千円

（たな卸資産の購入限度額） 

第８条  たな卸資産の購入限度額は、４７，４００千円と定める｡ 

平成２９年２月２日 提出 

登米市長 布施 孝尚 
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（１）収益的収入及び支出

収　入
（単位：千円）

款 項 目 予定額

８ 水道事業収益 2,632,648

1 営 業 収 益 2,271,430

1 給 水 収 益 2,243,160

9 そ の 他 営 業 収 益 28,270

2 営 業 外 収 益 360,854

1 受取利息及び配当金 665

2 負 担 金 ・ 補 助 金
及 び 補 償 金

3 消 費 税 還 付 金 34,612

4 事 務 手 数 料 46,908

5 長 期 前 受 金 戻 入 244,773

6 退職給付引当金戻入益 13,652

9 雑 収 益 89

3 特 別 利 益 364

9 そ の 他 特 別 利 益 364

１．平成２９年度登米市水道事業会計予算実施計画

20,155

8



支  出
（単位：千円）

款 項 目 予定額

９ 水道事業費用 2,543,341

1 営 業 費 用 2,291,121

1 原 水 及 び 浄 水 費 483,842

2 配 水 費 291,465

3 給 水 費 113,124

5 業 務 費 162,165

6 総 係 費 163,592

8 減 価 償 却 費 1,026,833

9 資 産 減 耗 費 50,100

2 営 業 外 費 用 230,415

1 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

3 特 別 損 失 1,805

2 臨 時 損 失 657

3 過 年 度 損 益 修 正 損 1,148

4 予 備 費 20,000

1 予 備 費 20,000

230,415
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（２）資本的収入及び支出

収  入
（単位：千円）

款 項 目 予定額

１０ 資本的収入 1,593,515

1 企 業 債 1,069,400

1 建設改良費等の財源に
充てるための企業債

2 負 担 金 及 び 110,880

補 償 金 1 工 事 負 担 金 15,820

2 他 会 計 負 担 金 4,860

3 補 償 金 90,200

3 補 助 金 125,058

1 国 庫 補 助 金 125,058

4 出 資 金 277,755

1 他 会 計 出 資 金 277,755

5 加 入 金 10,422

1 加 入 金 10,422

支  出
（単位：千円）

款 項 目 予定額

１１ 資本的支出 2,733,187

1 建 設 改 良 費 2,050,939

1 取 水 施 設 整 備 費 732,256

2 導 水 施 設 整 備 費 17,820

3 浄 水 施 設 整 備 費 190,018

4 送 水 施 設 整 備 費 98,010

5 配 給 水 施 設 整 備 費 1,007,975

7 消 防 施 設 整 備 費 4,860

2 企業債償還金 682,248

1 建設改良費等の財源に
充てるための企業債

2 そ の 他 の 企 業 債 67,852

1,069,400

614,396
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（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は損失） △ 44,902

減価償却費 1,026,833

退職給付引当金の増減額(△は減少) △ 13,652

賞与等引当金の増減額(△は減少) △ 638

長期前受金戻入額 △ 244,773

受取利息及び受取配当金 △ 665

支払利息 230,415

固定資産除却損益（△は益） 50,000

未収金の増減額(△は増加) 2,294

未払金の増減額(△は減少) 19,402

たな卸資産の増減額(△は増加) 676

小計 1,024,990

利息及び配当金の受取額 665

利息の支払額 △ 230,415

業務活動によるキャッシュ・フロー 795,240

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,901,985

負担金による収入 14,648

補償金による収入 83,519

国庫補助金による収入 115,794

一般会計からの繰入金による収入 240,000

未収金の増減額(△は増加) 9,991

未払金の増減額(△は減少) △ 69,079

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,507,112

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,069,400

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 682,248

他会計からの出資による収入 42,255

加入金による収入 9,650

財務活動によるキャッシュ・フロー 439,057

　 資金増加額 △ 272,815

 　資金期首残高 2,612,704

　 資金期末残高 2,339,889

２．平成２９年度登米市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）
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特別職 一般職 報酬 給料 賃金 手当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

損益勘定支弁職員 10 24 183 90,764 597 75,680 167,224 29,413 196,637

資本勘定支弁職員 0 5 0 19,155 0 14,546 33,701 6,583 40,284

合計 10 29 183 109,919 597 90,226 200,925 35,996 236,921

損益勘定支弁職員 10 25 122 101,308 1,937 88,215 191,582 59,359 250,941

本
年
度

職　員　数

３．　給　与　費　明　細　書

　１　総　　括

法定福利費 合計

区分

給　　　　　与　　　　　費

損益勘定支弁職員 10 25 122 101,308 1,937 88,215 191,582 59,359 250,941

資本勘定支弁職員 0 5 0 18,774 0 10,117 28,891 10,109 39,000

合計 10 30 122 120,082 1,937 98,332 220,473 69,468 289,941

損益勘定支弁職員 0 △ 1 61 △ 10,544 △ 1,340 △ 12,535 △ 24,358 △ 29,946 △ 54,304

資本勘定支弁職員 0 0 0 381 0 4,429 4,810 △ 3,526 1,284

合計 0 △ 1 61 △ 10,163 △ 1,340 △ 8,106 △ 19,548 △ 33,472 △ 53,020

時間外勤務手当
管理職員特別

勤務手当
管理職手当 期末手当 勤勉手当 通勤手当 住居手当

比
較

区　　　　　分
扶養手当

前
年
度

勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　　年　　度 5,729 132 1,977 25,393 16,574 2,813 1,101

前　　年　　度 6,338 132 1,849 36,951 23,007 2,665 1,101

比　　　　　較 △ 609 0 128 △ 11,558 △ 6,433 148 0

寒冷地
退職給付費

(※)
合計

（千円） （千円） （千円）

本　　年　　度 1,827 28,566 90,226

前　　年　　度 2,168 17,832 98,332

△ 180

（千円）

1,860

1,855

4,254

（千円）

区　　　　　分

職
員
手
当
の
内
訳

区　　　　　分
児童手当

4,434

比　　　　　較 △ 341 10,734 △ 8,106

(※)退職給付費には、退職手当組合負担金を含む。

5
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分
増減額
（千円）

92

1,149

△ 11,404

1,330

△ 9,436

３　給料及び職員手当の状況

（１）職員一人当り給与

採用・退職、会計間の人事異動等による減

　給与改定に伴う増減分

　その他の増減分

△ 8,106

採用・退職、会計間の人事異動による増減

備　　　　　　　　　考

　その他の増減分

増減事由別内訳
（千円）

△ 10,163 　昇給に伴う増加分給　　料

　制度改正に伴う増減分

職員手当

（２）初任給

一般会計の制度
（円）

　平均給与月額（円）

　平均年齢（歳）

　平均年齢（歳）

区　　　　分

　平均給料月額（円）

47歳3月

315,859

企業職

　平均給与月額（円）

361,475

平成２９年４月１日現在

平成２８年４月１日現在

　平均給料月額（円）

345,011

49歳4月

333,561

行政職 労務職

　高　校　卒 146,100 143,500

　大　学　卒 178,200 －

（円）企　　業　　職
（円）

区　　分

146,100

178,200
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（３）級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）

１級 2 8.0

２級 1 4.0

(4) (100.0)
7 28.0

４級 12 48.0

５級 1 4.0

６級 1 4.0

７級 1 4.0

(4)
25

１級 2 6.7

２級 1 3.3

３級 10 33.3

４級 14 46.7

５級 1 3.3

６級 1 3.3

７級 1 3.3

合計 30

注　（　）内は再任用短時間勤務職員外書き

（級別の標準的な職務内容）

区分

企業職

区分

企業職

区分

企業職

区分
企業職

平成２９年４月１日現在

平成２８年４月１日現在

１級 ２級

合計

３級

３級

　定型的な業務を行う職務
　高度の知識又は経験を必要
とする業務を行う職務

　係長の職務又は職務の複
雑、困難及び責任の度がこれ
と同程度のものと管理者が認
める職の職務

４級 ５級 ６級

　課長補佐の職務又は職務の
複雑、困難及び責任の度がこ
れと同程度のものと管理者が
認める職の職務

　課長の職務又は職務の複
雑、困難及び責任の度がこれ
と同程度のものとして管理者
が認める職の職務

　次長の職務又は職務の複
雑、困難及び責任の度がこれ
らと同程度のものとして管理
者が認める職の職務

７級

　所長の職務又は職務の複
雑、困難及び責任の度がこれ
と同程度のものとして管理者
が認める職の職務
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（４）昇給

合　　計 企業職

25 25

17 17

１号俸（人） 0 0

２号俸（人） 0 0

３号俸（人） 0 0

４号俸（人） 17 17

68.0% 68.0%

30 30

21 21

１号俸（人） 0 0

２号俸（人） 0 0

３号俸（人） 0 0

４号俸（人） 21 21

70.0% 70.0%

（５）期末手当・勤勉手当

６月（月分） １２月（月分）

2.075（1.050） 2.225（1.200） 4.30（2.250） 有

2.025（1.025） 2.175（1.175） 4.20（2.200） 有

2.075（1.050） 2.225（1.200） 4.30（2.250） 有

注　（　）内は再任用短時間勤務職員の支給率

区　　　分

　制度上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

支給率計
（月分）

支給期別支給率

区　　　分

号俸数別内訳

前
年
度

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

職員数（Ａ）（人）

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数
（Ｂ）（人）

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

号俸数別内訳

一般会計の制度

昇給に係る職員数
（Ｂ）（人）

本　　年　　度

前　　年　　度

本
年
度
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（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　分
　２０年勤続
　の者（月分）

　２５年勤続
　の者（月分）

　３５年勤続
　の者（月分）

最高限度額
（月分）

その他の加算措置等 備考

支　給　率　等 25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期退職
特別加算措置
（２～２０％）

一般会計の制度
（支給率等）

25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期退職
特別加算措置
（２～２０％）

（７）その他の手当

差異の内容

扶　　養　　手　　当

住　　居　　手　　当

通　　勤　　手　　当

一般会計の制度との異同

同　　　じ

同　　　じ

地　　域　　手　　当 同　　　じ

同　　　じ

区　　　　分
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千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

27 755,028 436,000 22,814 181,700 114,514 755,028 －　 － 755,028 － 29.0 －

11 1 28 1,113,472 635,300 33,153 270,000 175,019 － 1,012,932 100,540 1,113,472 － 42.8 －

29 731,500 416,000 21,618 173,300 120,582 － － 731,500 731,500 － 28.1 －

計 2,600,000 1,487,300 77,585 625,000 410,115 － 1,012,932 832,040 2,600,000 0 100.0 －

28 481,140 128,400 160,380 160,300 32,060 － 458,730 22,410 481,140 － 83.1 －

29 98,010 26,100 32,670 32,600 6,640 － － 98,010 98,010 － 16.9 －

計 579,150 154,500 193,050 192,900 38,700 － － 120,420 579,150 0 100.0 －

下り松
ポンプ
場整備
事　業

前年度末
までの支
払義務発
生(見込)
額

款
年度

事業名

資

本

的

支

出

建

設

改

良

費

当該年度
支払義務
発生予定
額

備　考
年割額

同左財源内訳

出 資 金
損益勘定
留保資金

国　　庫
補 助 金

企 業 債

新　田
配水池
送水管
布　設
事　業

４．継続費に関する調書

全体計画
当該年度
末までの
支払義務
発生予定
額

翌年度以
降の支払
義務発生
予定額

継続費の
総額に対
する進捗
率

前前年度
末までの
支払義務
発生額

項
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左の財源内訳

期　間 金　額 期　間 金　額
損益勘定
留保資金

千円 千円 千円 千円

平成25年度

109,000 ～ 77,322 平成29年度 31,676 31,676

平成28年度

平成25年度

1,600 ～ 1,270 平成29年度 318 318

平成28年度

平成26年度 平成29年度

2,320 ～ 1,043 ～ 772 772

平成28年度 平成30年度

平成27年度 平成29年度

856,440 ～ 331,182 ～ 504,185 504,185
平成28年度 平成31年度

平成27年度

3,600 ～ 2,376 平成29年度 1,188 1,188
平成28年度

20,000 平成28年度 9,138 平成29年度 8,048 8,048

平成29年度

1,200,000 平成28年度 224,207 ～ 931,591 931,591

平成32年度

平成29年度

300,000 平成28年度 51,843 ～ 222,197 222,197

平成32年度

平成29年度

22,900 平成28年度 1,919 ～ 7,678 7,678

平成33年度

8,640 平成28年度 3,974 平成29年度 4,048 4,048

平成29年度

５．債務負担行為に関する調書

事　　項 限度額

前年度末までの
支 払 義 務 発 生
（ 見 込 ） 額

当該年度以降の
支 払 義 務 発 生
予 定 額

水質検査データ処理統計システムリース

水道料金徴収・給水装置管理業務委託

モバイルマッピングシステム端末使用等
業務

施設更新計画策定業務委託

水道事業資産管理業務委託

図面複写機リース

浄水施設等運転管理業務委託

配水施設等維持管理業務委託

登米市水道事業公営企業会計システム
リース

取水ポンプ維持管理業務委託

平成29年度

45,000 － － ～ 45,000 45,000

平成33年度

平成29年度

37,400 － － ～ 37,400 37,400

平成33年度

平成29年度

1,000 － － ～ 1,000 1,000

平成31年度

登米市水道事業事務機器管理業務委託

設計・積算システム管理業務委託

緊急用資材管理業務委託
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(単位：千円）
１  営業収益

（１）  給水収益 2,102,800
（２）  その他営業収益 31,590 2,134,390

２  営業費用
（１）  原水及び浄水費 438,328
（２）  配水費 278,222
（３）  給水費 99,936
（４）  業務費 150,486
（５）  総係費 131,782
（６）  減価償却費 1,035,636
（７）  資産減耗費 50,100 2,184,490

営業利益 △ 50,100

３  営業外収益
（１）  受取利息及び配当金 739
（２）  負担金補助金及び補償金 25,463
（３）  事務手数料 43,155
（４）  長期前受金戻入 259,348
（５）  退職給付引当金戻入 19,771
（６）　賞与引当金戻入益 158
（７）  雑収益 82 348,716

４  営業外費用
（１）  支払利息及び企業債取扱諸費 244,316
（２）  雑支出 21,890 266,206 82,510

経常利益 32,410

５  特別利益
（１）  その他特別利益 635 635

６  特別損失
（１）  臨時損失 609
（２）  過年度損益修正損 1,100 1,709 △ 1,074

７  当年度純利益（△は欠損金） 31,336

８  当年度未処分利益剰余金 31,336

６．平成２８年度登米市水道事業予定損益計算書
（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）
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             資　　産　　の　　部 （単位：千円）

１　固　定　資　産

(1) 有形固定資産

ア  土　　　地 238,163

イ  建　　　物 1,349,418

  減価償却累計額 △ 654,260 695,158

ウ  構　築  物 37,898,889

  減価償却累計額 △ 15,616,001 22,282,888

エ  機械及び装置 4,641,047

  減価償却累計額 △ 2,897,160 1,743,887

オ  車 両 運 搬 具 24,812

  減価償却累計額 △ 22,174 2,638

カ  工具器具及び備品 72,948

  減価償却累計額 △ 66,808 6,140

キ  建設仮勘定 1,537,952

 有形固定資産合計 26,506,826

(2) 無形固定資産

ア  水  利  権 18,058

イ  電話加入権 2,763

 無形固定資産合計 20,821

 固 定 資 産 合 計 26,527,647

２  流  動  資  産

(1)  現 金 預 金 2,612,704

(2)  未 収 金 220,929

 貸倒引当金 △ 500 220,429

(3)  貯 蔵 品 34,311

流 動 資 産 合 計 2,867,444

資  産  合  計 29,395,091

７.平成２８年度登米市水道事業予定貸借対照表
（平成２９年３月３１日）
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           負  債  の  部 （単位：千円）

４  固  定  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債 11,431,880

イ  その他企業債（借換債） 156,590

 企業債合計 11,588,470

(2) 引  当  金  

ア  退職給付引当金 267,434

 引当金合計 267,434

 固 定 負 債 合 計 11,855,904

５  流  動  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債 614,392

イ  その他企業債（借換債） 67,852

 企業債合計 682,244

(2) 未　払　金 340,357

(3) 引  当  金  

ア  賞与等引当金 14,186

 引当金合計 14,186

流 動 負 債 合 計 1,036,787

６  繰　延　収　益

 長期前受金 9,886,352

 収益化累計額 △ 3,659,915

 繰延収益合計 6,226,437

負   債   合   計 19,119,128

資  本  の  部

７  資   本   金

(1) 固有資本金 60,092

(2) 繰入資本金（出資金） 3,902,993

(3) 組入資本金 6,258,642

資  本  金  合  計 10,221,727

８  剰   余   金

(1) 資本剰余金

ア  受贈財産評価額 13,706

エ  国庫補助金 9,194

資 本 剰 余 金 合 計 22,900

(2) 利益剰余金

ア  当年度未処分利益剰余金 31,336

利 益 剰 余 金 合 計 31,336

剰   余   金   合   計 54,236

資    本     合     計 10,275,963

負  債  資  本  合  計 29,395,091
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             資　　産　　の　　部 （単位：千円）

１　固　定　資　産

(1) 有形固定資産

ア  土　　　地 238,163

イ  建　　　物 1,349,418

  減価償却累計額 △ 677,226 672,192

ウ  構　築  物 40,135,784

  減価償却累計額 △ 16,467,894 23,667,890

エ  機械及び装置 4,876,621

  減価償却累計額 △ 3,089,909 1,786,712

オ  車 両 運 搬 具 24,812

  減価償却累計額 △ 22,987 1,825

カ  工具器具及び備品 72,948

  減価償却累計額 △ 71,775 1,173

キ  建設仮勘定 967,468

 有形固定資産合計 27,335,423

(2) 無形固定資産

ア  水  利  権 14,621

イ  電話加入権 2,755

 無形固定資産合計 17,376

 固 定 資 産 合 計 27,352,799

２  流  動  資  産

(1)  現 金 預 金 2,339,889

(2)  未 収 金 208,643

 貸倒引当金 △ 500 208,143

(3)  貯 蔵 品 33,636

流 動 資 産 合 計 2,581,668

資  産  合  計 29,934,467

８.平成２９年度登米市水道事業予定貸借対照表
（平成３０年３月３１日）
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           負  債  の  部 （単位：千円）

３  固  定  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債

イ  その他企業債（借換債） 91,540

 企業債合計 11,957,111

(2) 引  当  金  

ア  退職給付引当金 253,782

 引当金合計 253,782

 固 定 負 債 合 計 12,210,893

４  流  動  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債

イ  その他企業債（借換債） 65,050

 企業債合計 700,756

(2) 未　払　金 290,680

(3) 引  当  金  

ア  賞与等引当金 13,548

 引当金合計 13,548

流 動 負 債 合 計 1,004,984

５  繰　延　収　益

 長期前受金 10,114,462

 収益化累計額 △ 3,904,688

 繰延収益合計 6,209,774

負   債   合   計 19,425,651

資  本  の  部

６  資   本   金

(1) 固有資本金 60,092

(2) 繰入資本金（出資金） 4,180,748

(3) 組入資本金 6,258,642

資  本  金  合  計 10,499,482

７  剰   余   金

(1) 資本剰余金

ア  受贈財産評価額 13,706

イ  国庫補助金 9,194

資 本 剰 余 金 合 計 22,900

(2) 利益剰余金

ア  当年度未処分利益剰余金 △ 13,566

利 益 剰 余 金 合 計 △ 13,566

剰   余   金   合   計 9,334

資    本     合     計 10,508,816

負  債  資  本  合  計 29,934,467

11,865,571

635,706
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９．注記事項 

Ⅰ 重要な会計方針 

   平成26年度より改正後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

１ 資産の評価基準及び評価方法              

     貯蔵品   先入先出法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

     ・減価償却の方法   定額法 

     ・主な耐用年数 

       建物           7年 ～ 50年 

       構築物          10年 ～ 58年 

       機械及び装置       6年 ～ 20年 

       車両           4年 ～  6年 

       工具器具及び備品     2年 ～ 15年 

(2) 無形固定資産 定額法 

     ・減価償却の方法   定額法 

       水利権          20年 

       電気通信施設利用権    20年 

３ 引当金の計上基準 

(1) 退職給付引当金 

当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、宮城県市町村職員退職手当

組合における積立金相当額を控除した額を計上している。 

 平成28年度 

(平成29年 3月31日) 

平成29年度 

(平成30年 3月31日) 

要 支 給 額 364,140千円 300,132千円

積立金相当額 59,103千円 46,350千円

  (2) 賞与等引当金 

職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴う法定福利費の支払いに備える

ため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当該事業

年度の負担に属する額を計上している。 

     (3) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して

いる。 

４ その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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Ⅱ 予定貸借対照表関係 

  １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

(1) 貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は、下記の通り。 

平成28年度 

(平成29年 3月31日) 

平成29年度 

(平成30年 3月 31日) 

485,713千円 443,326千円

 ２ みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

    (1) 平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に

資本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良

した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別に把握できる資産を除

いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は

除く）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。 

Ⅲ リース契約により使用する固定資産 

１ リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理としている。 

    未経過リース料相当額は、下記の通り。 

    (1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 平成28年度 

(平成29年 3月 31日) 

平成29年度 

(平成30年 3月31日) 

１年内 2,306千円 2,306千円

１年超 8,064千円 5,758千円

合計 10,370千円 8,064千円

    (2) オペレーティング・リース取引（中途解約可能なものを除く） 

 平成28年度 

(平成29年 3月 31日) 

平成29年度 

(平成30年 3月31日) 

１年内 318千円 0千円

１年超 0千円 0千円

合計 318千円 0千円

Ⅳ その他の注記 

１ 賞与等引当金の取崩し 

平成 29 年度において、職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴う法定福利費

として14,186千円を使用する見込みである。 
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